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令和３年度第１４回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和３年１０月２６日 

                    担当部・課：復興政策部復興政策課〔内線４２１６〕 

① 件  名 

 石巻市国土強靭化地域計画に基づき実施する主な事業の作成について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  東日本大震災から得た教訓を踏まえ、国土強靭化に関する施策の推進のため、「強くしなやかな

国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」が制定され、国において

は、平成２６年６月に国土強靭化基本計画が閣議決定された。 

  都道府県・市町村においては、国土強靭化に係る他の計画等の指針となるべきものとして、国

土強靭化地域計画を定めることができるとされており、本市においても、令和３年３月に石巻市

国土強靭化地域計画を策定した。 

 

【目的】 

  同計画第２章脆弱性の評価と国土強靭化の推進方針に基づき実施する事業・取組について、同

計画の別冊として作成するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法 

（平成２５年法律第９５号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 平成２６年 ６月 国土強靭化基本計画が閣議決定 

 平成２９年 ４月 宮城県が国土強靭化地域計画を策定 

 平成３０年１２月 国土強靭化基本計画の見直しについて閣議決定 

 令和 ３年 ３月 石巻市国土強靭化地域計画策定 

⑤ 主な内容 

【計画に基づき実施する主な事業の概要】 

 令和３年度実施予定事業一覧 

  施策分野 

   〇行政機能・情報通信等・・・・・・・・・・３事業 

   〇住宅・都市・・・・・・・・・・・・・・・４事業 

   〇保健医療福祉・・・・・・・・・・・・・・１事業 

   〇環境・・・・・・・・・・・・・・・・・・２事業 

   〇農林水産・・・・・・・・・・・・・・・・３事業 

   〇交通・物流・・・・・・・・・・・・・・・９事業 

   〇市土保全・・・・・・・・・・・・・・・・７事業 

   〇リスクコミュニケーション・地域づくり・・８事業   計３７事業 

※詳細は別紙のとおり 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

  同計画に基づき実施する主な事業を作成することにより、計画に位置付けた推進方針につい

て、まちづくり、産業政策等を含めた総合的な取組として計画的に実施することが可能となり、

国が理念とする、強靭な国づくり・地域づくりが推進される。 

【市財政への負担】  

なし 
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⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

策定済み：宮城県、３１市町村 

策 定 中：登米市、東松島市、山元町、大郷町、涌谷町 

 ※参考：内閣官房「市区町村における国土強靭化地域計画の策定状況（令和３年９月１日現在）」 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 令和３年１１月上旬 石巻市国土強靭化地域計画に基づき実施する主な事業（別冊）作成 

市ホームページ等掲載 

 令和４年 ３月下旬 令和４年度実施予定事業作成（毎年度３月に作成） 

⑨ その他 

 

 


